別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通対策費

	事業名: リニア中央新幹線活用戦略研究事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　都市建築部　公共交通課　リニア推進係　電話番号：058-272-1111（内2734）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11134@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：24,300千円（前年度予算額：15,300千円）
	要求内容


	１　要求の内容


○　平成２３年６月、ＪＲ東海が、環境影響評価の手続きの一環として、中央新幹線（東京・名古屋市間）の計画段階環境配慮書を公表し、その中で、概略のルート・駅位置が明らかにされた。これを受け、平成２３年９月、リニアを活用した具体的かつ広域的な取り組みについて検討していくため、県内全市町村、経済団体、有識者のほか、近隣の愛知県、長野県、東海旅客鉄道株式会社のオブザーバー参加を得て、「リニア中央新幹線活用戦略研究会」を立ち上げ、リニアの効果を県内に広く普及させていくための具体的な施策の検討を進めているところである。
○　今後は、平成２３年５月に策定した『リニア基本戦略』をもとに、平成２５年度末（リニア着工前）までに、リニアを活用したより具体的な取り組みについて検討し、『リニア活用戦略』としてとりまとめる。
＜リニア中央新幹線活用戦略研究会の概要＞

・設　　置：平成２３年９月６日

・構 成 員：県、有識者、産業経済団体、観光団体、市町村

アドバイザー（ﾘﾆｱ中央ｴｸｽﾌﾟﾚｽ建設促進岐阜県議会議員連盟）

オブザーバー（愛知県、長野県、JR東海）

※事務局：公共交通課

・開催予定：研究会・部会（観光振興・まちづくり・基盤整備）各３回程度

	２　所要経費


リニア中央新幹線活用戦略研究会負担金　　　　　　　　　23,500千円

リニア中央新幹線活用戦略研究会事務局経費　　　　　　　　500千円
リニア中央新幹線活用戦略策定事務費　　　　　　　　　　　300千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	15,300
	
	
	
	
	
	
	
	15,300

	要求額
	24,300
	
	
	
	
	
	
	
	24,300

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　リニア開業効果を県内に広く波及させていくため、「リニア中央新幹線活用戦略研究会」において、リニア着工前の平成２５年度末を目途に「リニア活用戦略」として取りまとめる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	リニア活用戦略研究会において、リニアを活用した経済活性化、観光誘客等の具体的な施策や、基盤整備のあり方の検討を進めていくため。


（平成24年度の取組）

	（1） ・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（2） リニア中央新幹線活用戦略研究会（部会）の開催

・７月11日　産業振興部会（第２回）
・　　12日　産業振興・まちづくり部会（第２回）

・　　19日　基盤整備部会（第４回）
（２）シンポジウム等の開催

・９月５日　リニア中央新幹線を活かした地域づくりシンポジウム　　
　（リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会との共催）　約５３０人参加
・11月８日　市民公開講座「リニア中央新幹線と岐阜県のまちづくりを考える」
（岐阜県不動産鑑定士協会との共催）　　　　　　　　　　約２５０人参加


（平成24年度の成果）

	・平成24年度内に「リニア活用戦略（一次案）」をとりまとめる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	・リニア中央新幹線は、現在、環境影響評価法に基づく手続きが行われており、その後、国土交通大臣による工事実施計画の認可を経て、２６年度に着工の予定であり、建設段階からリニア中央新幹線による効果を県内で広く活かしていくためには、着工前となる２５年末までに活用戦略を策定する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　「リニア中央新幹線活用戦略研究会」を開催し、沿線地域づくりのあり方について検討を実施。

【これまでの開催実績】

研究会：２回、部会（産業振興、観光振興・まちづくり、基盤整備）：８回

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	・リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会等と共催でシンポジウムを開催し、経費の節減及び効率的なシンポジウムのＰＲを図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
引き続き「リニア中央新幹線活用戦略研究会」を構成する市町村、経済界、有識者など幅広い分野からの参加を得て、リニア中央新幹線を活かした地域づくりのあり方や活用策について議論していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「リニア中央新幹線活用戦略研究会」において、リニア着工前の平成２５年度末を目途に、リニアを活用した経済活性化、観光誘客等の具体的な施策や、基盤整備のあり方の検討を進め、「リニア活用戦略」として取りまとめる。


